
（１）車体課税見直しの際の自主財源の確保（１）車体課税見直しの際の自主財源の確保（１）車体課税見直しの際の自主財源の確保（１）車体課税見直しの際の自主財源の確保

消費税・地方消費税率10％への引上げ時に、自動車取得税を廃止し、

その代替として自動車税及び軽自動車税に環境性能割を導入することと

されたことに加え、景気対策のための自動車税等の減税拡大を行えば、

減収幅が一段と拡大する恐れがある。自動車税は基幹税であり、地方の

貴重な自主財源となっていることから、車体課税の見直しに関しては、地

方財政に影響を与えるような見直しは行わないこと。

（２）ゴルフ場利用税の存続・堅持（２）ゴルフ場利用税の存続・堅持（２）ゴルフ場利用税の存続・堅持（２）ゴルフ場利用税の存続・堅持

ゴルフ場利用税は、税収の7割をゴルフ場が所在する市町村に交付し

ており、ゴルフ場関連の道路の整備改良、廃棄物処理、防災対策、環境

対策など、所在市町村特有の行政需要に対応するための財源となってい

るため、その削減は当該市町村の財政運営に多大な影響を与えることか

ら、存続・堅持されたい。

国にお願いすること国にお願いすること国にお願いすること国にお願いすること

現状と課題

車体課税見直しの際の自主財源の確保

ゴルフ場利用税の存続・堅持

【担当省庁】 総務省

自動車取得税自動車取得税自動車取得税自動車取得税

＜本県の自動車取得税の税収状況（Ｈ２４～Ｈ２９）＞

税収

（交付金交付前）

税収

（交付金交付後）

自動車取得税

交付金

平成29年度 １，７９７ ６０３ １，１９４

平成28年度 １，３３７ ４５６ ８８１

平成27年度 １，２６２ ４１２ ８５０

平成26年度 ７２３ ２５７ ４６６

平成25年度 １，６６６ ５５６ １，１１０

平成24年度 １，８９１ ６２１ １，２７０

（単位：百万円）
○ 自動車取得税は、偏在性が少なく、本県にとって、地方行政を推進する

上で貴重な自主財源となっている。

○ また、市町村にとっても、税収の約７割が県から交付される貴重な財源と

なっている。

○ 平成27年度以降、エコカー減税見直し等の影響により、税収は自動車取

得税率引下げがあった平成26年度前と同程度の水準になっている。

平成３０年１１月



【県担当部局】 総務部税務課、財政課、地域振興部市町村振興課

消費税率８％への引上げ時に、自動車取得税の税率引下げが先行実

施され、さらに、消費税率10％時点で廃止し、自動車税及び軽自動車税に

環境性能割を導入することとされた。

しかし、環境性能割を導入しても税収減は避けられず、さらに、消費税率

１０％引き上げ時に景気対策のための自動車税等の減税拡大を行えば、

減収幅が一段と拡大する恐れがある。自動車税は基幹税であり、地方の

貴重な自主財源となっていることから、車体課税の見直しに関しては、平

成29年度大綱を踏まえ、地方財政に影響を与えるような見直しは行わな

いこと。

○ 自動車取得税廃止に伴う地方税収への影響

※参考資料：平成２８年度地方税に関する参考計数資料「税制改正による増減収見込額（平成２８年度）」（総務省）
自動車取得税廃止 ▲1,075億円

環境性能割導入 ＋ 891億円（自動車税＋744億円、軽自動車税＋147億円）
合計 ▲ 184億円

ゴルフ場利用税ゴルフ場利用税ゴルフ場利用税ゴルフ場利用税

○ 奈良県では、ゴルフ場利用税の税収（H29 ８５９百万円）のうち６０６百万円

を８市３町２村に交付しており、ゴルフ場所在市町村特有の行政需要に対応

するための財源となっている。

地方税

(A)

ゴルフ場利用税

交付金(B)

(B)／(A)

山添村 ４６１ ６０ １３．１％

吉野町 ７１９ ２９ ４．０％

大淀町 １，８７８ ５４ ２．９％

宇陀市 ２，７３７ ６２ ２．３％

＜ゴルフ場利用税交付金の割合が高い市町村＞

※平成2８年度市町村別決算状況調（総務省）より算出（単位：百万円）
ゴルフ場利用税は、平成30年度与党税制改正大綱において、今後長

期的に検討するとされたが、本県では、特に財源の乏しい町村の貴重な

財源となっていることから、現行制度を存続・堅持されたい。

特に、山添村は割合が高く、全国第３位全国第３位全国第３位全国第３位その他吉野町 ３０位大淀町 ５１位宇陀市 ７１位


